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1．留萌市の立地適正化に向けた都市計画を取り巻く状況 

１ 人口・世帯数 

（１）人口、世帯数の推移 

留萌市の人口は、昭和 40 年の 40,231 人をピークに減少し、令和２年には 20,114 人とピ

ーク時の 50.0%まで減少しています。 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の人口推計では、令和 27 年の推計値は

10,449 人で、昭和 40 年のピーク時の 26.0%、令和 2 年の 51.9%まで減少する見込みです。 

世帯数は、昭和 60 年の 12,009 世帯をピークに、令和２年には 9,816 世帯とピーク時の

81.7%まで減少しています。 

 

図 1-1 総人口・総世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 1-2 年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：各年国勢調査結果（総務省統計局）、社人研「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023）年推計）」  
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令和２年から令和 32 年までの今後 30 年間においては、寿町・高砂町・五十嵐町・元川

町のみ人口増加が見込まれていますが、それ以外では人口が減少する見込みであり、人口

が半数以下となる地区も多く見られます。 

 

図 1-3 100ｍメッシュ人口増減率の将来推計（R2→R32 年：30 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局）、将来人口・世帯予測ツール V3（世帯予測実装版）（国土交通省国

土技術政策総合研究所）を基に編集 
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（２）人口密度 

令和２年と令和 32 年の

100m メッシュ人口密度を比

較すると、令和 27 年には 40

人以上が寿町・高砂町・五十嵐

町・元川町・住之江町のみであ

り、現在の市街地規模が維持

される場合、低密度化が予測

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省

統計局）、将来人口・世帯予測ツ

ール V3（世帯予測実装版）（国

土交通省国土技術政策総合研究

所）を基に編集  

図 1-4  100ｍメッシュ人口密度 

（令和２年） 

（令和 32 年） 
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（３）高齢者と高齢化率 

高齢化率（65 歳以上）は、これまで一貫して上昇しており、令和 2 年が 38.5%、令和 27

年以降は 50％超える見込みです。 

一方、高齢者数（65 歳以上）は、令和２年の 7,739 人をピークに、令和 32 年には 4,801

人とピーク時の 62.0%まで減少する見込みです。 

 

図 1-5 65 歳以上の高齢者数と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：各年国勢調査結果（総務省統計局）、社人研「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023）年推計）」 
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地域別の高齢化率をみると、

令和２年は三泊町など郊外の沿

岸や大町、港町など港周辺、沖見

町などで 50％以上となってい

ますが、令和 32 年には地域が拡

大し、大半の地域で、高齢化率が

50％以上となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省

統計局）、将来人口・世帯予測ツ

ール V3（世帯予測実装版）（国

土交通省国土技術政策総合研究

所）を基に編集  

図 1-6  100ｍメッシュ高齢化率 

（令和２年） 

（令和 32 年） 
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（４）人口集中地区（DID） 

市内の人口集中地区（DID）1の人口は、昭和 55 年の 30,760 人をピークに減少し、令和

２年は 14,870 人となっています。 

DID は、昭和 35 年の 230ha で面積が最小でありながら、人口密度は 88.8 人/ha と最大

となっています。 

面積は平成７年の 610ha をピークに減少していますが、人口減少も進んでいることから、

令和２年の人口密度は 29.4 人/ha と最少になっています。 

 

図 1-7 DID 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報、各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 1-8 DID 面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報、各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 1-9 DID 人口密度の推移 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報、各年国勢調査結果（総務省統計局） 

  

 
1 人口集中地区（DID=Densely Inhabited Districts）： 

国勢調査基本単位区等を基礎単位として、原則として人口密度が 1 平方キロメートル当たり 4,000 人以上の基

本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して、それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を

有する地域。 
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図 1-10 DID 人口・面積・人口密度の増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報、各年国勢調査結果（総務省統計局） 
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２ 土地利用 

（１）土地利用の現況 

土地利用の現況は、総面積の 297.84 ㎢

のうち、山林が 175.44 ㎢と全体の 58.9％

を占めています。宅地は 4.68 ㎢で全体の

1.6％です。 

用途地域外の都市地域は、森林地域が

多くを占めるとともに、留萌川流域は農

業地域となっています。 

 

 

 

 

図 1-12 土地利用基本計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報（平成 27 年度 土地利用調整総合支援ネットワークシステム）  

田 9.64㎢

(3.2%)

畑 2.87㎢

(1.0%) 宅地 4.68㎢

(1.6%)

山林 175.44㎢

(58.9%)

牧場 1.06㎢

(0.4%)

原野 21.4㎢

(7.2%)

雑種地 5.86㎢

(2.0%)

その他 76.85㎢

(25.8%)

合計

297.84㎢

図 1-11 地目別土地利用面積の割合 

資料：令和７年北海道統計書 
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（２）土地利用の変化 

昭和 51 年と令和３年の土地

利用現況は、人口が 15,000 人を

超える減少をしているにもかか

わらず、建物用地面積が拡大し

ており、郊外へ市街地が拡大し

たことが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報（国土地理院「数値地図（国土基本情報）電子国土基本図（地図情報）」｢電子地形図（タイル）｣  

図 1-13 土地利用現況の変化 

（昭和 51 年） 

（令和３年） 
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（３）標高 

留萌市街地は留萌川の扇状地を中心に市街地が形成されていますが、市街地の拡大に伴

い、見晴町や平和台などの高台に住宅地が形成されています。 

 

図 1-14 市街地の標高の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報（基盤地図情報数値標高モデル 10m メッシュ（国土地理院）） 
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（４）大規模盛土造成地の状況 

用途地域内には、見晴町、沖見町、平和台、千鳥町、南町に大規模盛土造成地がありま

す。 

 

図 1-15 大規模盛土造成地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土数値情報（留萌市調べ） 
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（５）開発行為の状況 

直近 10 年間（H26～R6）のおける開発行為は、南町で１件あります。 

また、農地転用・現況証明は、複数件あり、一部は用途地域外となっています。 

 

図 1-16 開発行為・農地転用・の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ 
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（６）低未利用地の状況 

用途地域内の低未利用地の内訳は、宅地が約 85.3ha、農地が約 7.4ha、原野が約 33.0ha

であり、合わせて約 125.7ha となっています。低未利用地は、用途地域（約 835.7ha）の

15.0％となっています。 

市街地内は、小規模な低未利用地が点在している一方で、用途地域内の縁辺部は、大規

模な未利用地があります。 

 

図 1-17 低未利用地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和５年留萌市都市計画基礎調査（一部加筆） 

 

表 1-1 低未利用地の状況（単位：㎡） 
区分 面積 

宅地 852,582   

  青空駐車場 91,234   

農地 74,294  

原野 329,661  

合計 1,256,537  

資料：令和５年留萌市都市計画基礎調査（一部加筆）  

※低未利用地は都市計画基礎調査の土地利用現況細分類

の以下としている。 

宅地（臨港地区内を除く）：未利用宅地、資材置場 

青空駐車場（臨港地区内を除く）：青空駐車場 

農地：未整備農地、整備済み農地 

原野：未利用原野 
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（７）地価 

直近 10 年間の市内平均地価は、住宅地が平成 28 年の 12,500 円/㎡以降、令和７年の

11,500 円/㎡まで下落しています。 

商業地は平成 27 年以降下落が続き、令和５年は 16,600 円/㎡です。 

用途地域内でみると、住宅地地価は、4,300～14,600 円/㎡と幅広く、花園町・五十嵐町

は住宅地でありながら、商業地と同程度の地価となっています。 

 

図 1-18 市内地価公示（平均地価）の推移 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土交通省土地総合情報システム 

図 1-19 用途地域内の地価（地価公示・都道府県地価調査） 
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資料：不動産ライブラリー 
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（８）建築年代別建物状況 

建築年代別の建物立地状況をみると、昭和 55 年以前の旧耐震基準の建物が多く立地して

おり、全体の 49.0％（不詳除く）となっています。 

一方で、東雲町・南町などの郊外は、平成 13 年以降に建築された建物が立地しています。 

行政施設の一部は老朽化が進んでおり、防災機能の拠点となる市役所や大規模な避難所

となる中央公民館・文化センター等が昭和 55 年以前の建物となっています。 

 

図 1-20 建築年代別建物状況（用途地域内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和５年留萌市都市計画基礎調査 
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（９）空き家の状況 

令和６年度現在で確認されている空き家は、個人所有の空き家が 318 件、企業所有の空

き家が 34 件であり、合わせて 352 件となっています。 

空き家は、元町、港町～旭町、沖見町、見晴町などに多く立地しています。 

 

図 1-21 空き家の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ（令和６年度現在） 
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（１０）埋蔵文化財包蔵地の状況 

市内には主に遺跡などの埋蔵文化財包蔵地が、下図のとおり公表されています。 

用途地域内にも複数箇所あり、土地利用にあたっては必要に応じて適切な対応が求めら

れます。 

 

図 1-22 埋蔵文化財包蔵地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：北海道埋蔵文化財包蔵地（GIS データ） 
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３ 都市計画・都市施設 

（１）用途地域 

都市計画区域内で適用されている用途地域は 11 種類、合計で約 835.7ha です。 

 

図 1-23 都市計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ  

区分 面積 (ha) 建ぺい率 (％) 容積率 (％) 

第一種低層住居専用地域 約 53  40 以下 60 以下 

第一種中高層住居専用地域 約 143  60 〃 200 〃 

第二種中高層住居専用地域 約 115  60 〃 200 〃 

第一種住居地域 約 135  60 〃 200 〃 

第二種住居地域 約 35  60 〃 200 〃 

準住居地域 約 12  60 〃 200 〃 

近隣商業地域 約 32  80 〃 300 〃 

商業地域 約 35  80 〃 400 〃 

準工業地域 約 143  60 〃 200 〃 

工業地域 約 128  60 〃 200 〃 

工業専用地域 約 4.7  60 〃 200 〃 

合計 約 835.7      
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（２）臨港地区 

重要港湾2に位置づけられている留萌港には、臨港地区（無分区）が約 61.6ha 指定され

ています。 

 

図 1-24 臨港地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
2 重要港湾： 
港湾法で定められた制度であり、海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を有す
る港湾として指定されたもの。 

資料：留萌市調べ 
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（３）準防火地域 

準防火地域は、用途地域の商業、近隣商業地域を中心に約 201.1ha が指定されています。 

そのうち、約 134ha は商業系（商業地域・近隣商業地域）以外の工業系の工業地域・準

工業地域、住居系の第二種中高層住居専用地域・第一種住居地域・第二種住居地域・準住

居地域となっています。 

 

図 1-25 準防火地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ  
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（４）都市施設 

① 都市計画道路 

都市計画道路は 18 路線です。主要幹線道路である西５号線と市街地中心部の道路を中心

に 10 路線が整備済※です。 

一方で、主に郊外には未整備区間が残存し、東雲通・見晴通は一部区間で現道がありま

せん。 

また、旧留萌駅前には交通広場、留萌港に接する明元町には自動車駐車場があります。 

 

表 1-2 都市計画道路 
都市計画道路名称 都市計画決定 

整備済※

（ｍ） 

  未整備 

（現道有）

（ｍ） 
道路番号 路線名称 

主な幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 
決定権者 

整備率

（％） 

3．4．1 東雲通 16  2,210  留萌市 1,790  81.0  0  

3．3．2 南４条通 16  560  国 390  69.6  170  

3．4．3 南川沿通 16  2,150  留萌市 750  34.9  1,400  

3．4．4 東岸通 18  1,150  留萌市 1,150  100.0  － 

3．4．5 早道通 18  1,720  留萌市 1,720  100.0  － 

3．4．6 北８条通 18  2,390  北海道・留萌市 1,890  79.1  500  

3．4．7 停車場通 18  660  北海道・留萌市 660  100.0  － 

3．2．8 西５号通 30  6,350  国・北海道 6,350  100.0  － 

3．1．9 広路 45  420  留萌市 420  100.0  － 

3．4．10 五十嵐通 16  1,000  留萌市 400  40.0  600  

3．5．11 東１丁目通 14  690  留萌市 690  100.0  － 

3．5．12 潮静通 22  600  留萌市 600  100.0  － 

3．4．13 大和田通 16  440  留萌市 440  100.0  － 

3．4．14 開運通 18  250  留萌市 250  100.0  － 

3．2．15 留萌通 32  4,170  国・留萌市 3,800  91.1  370  

3．3．16 塩見通 26  2,870  留萌市 250  8.7  2,620  

3．4．17 春日通 18  1,550  北海道・留萌市 1,550  100.0  － 

3．4．18 見晴通 16  2,820  北海道・留萌市 120  4.3  1,410  

合計   32,000    23,220  72.6  7,070  

※整備済：道路用地が計画決定通り確保されており、自動車交通に供用され、車道部分が本舗装されているもの。 

上記の定義より、都市計画道路路線別台帳より「改良済」かつ「舗装済」を整備済とした 

改良済：道路用地が都市計画で定められた幅員通りに確保され、一般の通行に供されている道路 

資料：令和６年度北海道都市計画道路台帳 

 

表 1-3 交通広場 
種別 都市計画道路の路線名 計画面積（㎡） 供用面積（㎡） 都市計画決定 

駅前広場 停車場通 約 2,980  約 2,980  昭和 45 年 11 月 30 日 

資料：令和６年度北海道都市計画道路台帳 

 

表 1-4 自動車駐車場 

種別 名称 

計画 供用 

都市計画決定 台数

（台） 

面積

（ha） 

台数

（台） 

面積

（ha） 

自動車駐車場 明元駐車場 45  0.14  45  0.14  昭和 51 年 2 月 7 日 

資料：令和６年度北海道都市計画道路台帳 
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図 1-26 都市計画道路等の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和６年度北海道都市計画道路台帳 
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② 都市計画公園 

都市計画公園は全 41 ヵ所で計画面積の合計は約 90.93ha、街区公園が 33 ヵ所、近隣公

園が３ヵ所、地区公園が１ヵ所、総合公園が２ヵ所、運動公園が１ヵ所、風致公園が１ヵ

所です。 

また、黄金岬にある留萌市海のふるさと館に隣接して、都市計画緑地が配置されていま

す。 

街区公園は用途地域内に概ね適切に配置されており、全て供用済みです。 

近隣公園の東雲公園及び風致公園の春日高台公園は、未整備となっています。 

 

表 1-5 都市計画公園 
種別 番号 公園名 計画面積（ha） 供用面積（ha） 

街区公園 2．2．1 錦町公園 約 0.30  約 0.30  

  2．2．2 元町公園 約 0.19  約 0.19  

  2．2．3 住之江公園 約 0.45  約 0.45  

  2．2．4 花園西公園 約 0.50  約 0.50  

  2．2．5 花園東公園 約 0.23  約 0.23  

  2．2．6 沖見公園 約 0.60  約 0.60  

  2．2．7 幸町公園 約 0.06  約 0.06  

  2．2．8 あかしや公園 約 0.20  約 0.20  

  2．2．9 若草公園 約 0.06  約 0.06  

  2．2．10 南町公園 約 0.07  約 0.07  

  2．2．11 春日公園 約 0.11  約 0.11  

  2．2．12 大町公園 約 0.06  約 0.06  

  2．2．13 黄金公園 約 0.12  約 0.12  

  2．2．14 夕陽ヶ丘公園 約 0.08  約 0.08  

  2．2．15 望洋公園 約 0.06  約 0.06  

  2．2．16 ひまわり公園 約 0.14  約 0.14  

  2．2．17 中央公園 約 0.52  約 0.52  

  2．2．18 すみれ公園 約 0.03  約 0.03  

  2．2．19 港北公園 約 0.08  約 0.08  

  2．2．20 末広公園 約 0.22  約 0.22  

  2．2．21 栄町公園 約 0.09  約 0.09  

  2．2．22 寿公園 約 0.10  約 0.10  

  2．2．23 もみじ公園 約 0.08  約 0.08  

  2．2．24 しらかば公園 約 0.15  約 0.15  

  2．2．25 ほりかわ公園 約 0.14  約 0.14  

  2．2．26 昭和公園 約 0.18  約 0.18  

  2．2．27 白鳥公園 約 0.15  約 0.15  

  2．2．28 五十嵐公園 約 0.15  約 0.15  

  2．2．29 美園公園 約 0.10  約 0.10  

  2．2．30 平和台公園 約 0.33  約 0.33  

  2．2．31 自由ヶ丘公園 約 0.29  約 0.29  

  2．2．32 泉町公園 約 0.26  約 0.26  

  2．2．33 萌春公園 約 0.53  約 0.53  

近隣公園 3．3．1 高砂公園 約 1.10  約 1.10  

  3．3．2 東雲公園 約 1.40  0.00  

  3．3．3 潮静公園 約 1.00  約 1.00  

地区公園 4．4．1 船場公園 約 7.80  約 7.80  

総合公園 5．5．1 見晴公園 約 10.40  約 10.40  

  5．5．2 神居岩公園 約 29.30  約 29.30  

運動公園 6．5．1 浜中運動公園 約 19.80  約 19.80  

風致公園 7．5．1 春日高台公園 約 13.50  0.00  

合計 約 90.93  約 76.03  
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表 1-6 都市計画緑地 
種別   名称 計画面積（ha） 供用面積（ha） 

緑地   岬緑地 約 0.40  約 0.40  

 

図 1-27 都市計画公園等の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ 
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③ 下水道 

市内の公共下水道は、847ha が全体計画区域として都市計画決定されています。 

令和６年度末現在の下水汚水整備面積は 551ha、全体計画区域面積に対しての整備率は

65.1％であり、用途地域の縁辺部が多く見整備となっています。 

下水道整備面積は「留萌市公共下水道事業計画」に基づく計画的な整備の実施により増

加していますが、下水道処理人口は減少傾向であり、下水道処理人口当たりの整備面積は

増加傾向です。 

 

図 1-28 下水道処理人口と下水道汚水整備面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ（各年度末現在） 

 

 

図 1-29 下水道汚水整備面積/下水道処理人口（㎡/人） 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ（各年度末現在） 

 

 

表 1-7 下水処理施設 

名称 面積（ha） 
当初決定年月日 

直近変更年月日 

留萌浄化センター 約 3.27  
昭和 51 年 2 月 2 日 

令和 5 年 3 月 24 日 

 

 

  

19,134 18,819 18,489 18,191 17,715 17,217 17,076 17,136 16,848 16,375 16,004 

508 508 508 
516 516 520 525 

539 
547 548 551 

440

460

480

500

520

540

560

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

（ha）（人）

下水道処理人口（人） 整備面積（ha）

265 270 275 
284 291 

302 307 315 
325 

335 
344 

200

250

300

350

400

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

（㎡/人）
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図 1-30 下水道の整備状況（汚水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ 

  

留萌浄化センター 
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図 1-31 下水道の整備状況（雨水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ 
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④ その他の都市施設  

その他の都市施設としては、留萌南部衛生組合衛生センター（汚物処理場）、留萌地方卸

売市場（市場）、やすらぎ聖苑（火葬場）の３箇所が都市計画決定されています。 

 

表 1-8 その他の都市施設 

種別 名称（施行者） 面積（ha） 
当初決定年月日 

直近変更年月日 

汚物処理場 留萌南部衛生組合衛生センター（留萌南部衛生組合） 約 0.70  昭和 50 年 8 月 18 日 

市場 留萌地方卸売市場（留萌機船漁業協同組合） 約 2.2  昭和 49 年 3 月 6 日 

火葬場 やすらぎ聖苑（留萌市、小平町） 約 1.1  
平成 14 年 9 月 2 日 

平成 18 年 8 月 1 日 

図 1-32 その他の都市施設の立地状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：留萌市調べ 
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４ 都市機能施設の立地状況 

（１）都市機能施設別立地状況 

① 行政施設 

留萌市は、留萌振興局の中心市であることから、多くの行政施設が立地しています。 

令和７年現在、令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバ

ー率※は 65.0％、令和 32 年は 65.2％とほぼ横ばいです。施設からの徒歩圏※（800ｍ圏）は

令和２年で 88.8％、令和 32 年は 90.5％と 1.7 ポイント増加します。 
 

図 1-33 行政施設の立地状況と徒歩圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

800m

88.8%

(16,668人) 

800m

90.5%

(7,863人) 

500m

65.0%

(12,206人) 

500m

65.2%

(5,667人) 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R2年

（18,774人）

R32年

（8,686人）

用途地域内人口カバー率

※施設立地は令和７年現在、人口は令和２年国勢調査に基づく算出 
 以下、同じ 

※用途地域内人口カバー率：用途人口に対する施設から

の徒歩圏に居住する方の割合 

※高齢者徒歩圏：「都市構造の評価に関するハンドブック

（平成 26 年８月国土交通省）」では半径 500ｍとし

ている。 

本計画では、上記を踏まえて一般的な徒歩圏 800ｍ及

び 500ｍを表記した。 
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② 文化・交流施設 

令和７年現在、文化・交流施設は広範囲に立地しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 86.2％、

令和 32 年は 87.7％と 1.5 ポイント増加します。施設からの徒歩圏（800ｍ圏）は令和２年

で 97.0％、令和 27 年は 96.1％であり、ほぼ横ばいで人口の大半をカバーします。 

 

図 1-34 文化・交流施設の立地状況と徒歩圏 
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③ 教育・スポーツ施設 

令和７年現在、教育・スポーツ施設は、南部を除く地域に立地しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 58.9％、

令和 32 年は 57.6％と 1.3 ポイント減少します。施設からの徒歩圏（800ｍ圏）は令和２年

で 87.4％、令和 32 年は 89.0％と 1.6 ポイント増加します。 

 

図 1-35 教育・スポーツ施設の立地状況と徒歩圏 
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④ 子育て支援施設 

令和７年現在、子育て支援施設は広範囲に立地しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 78.3％、

令和 32 年は 80.0％と 1.7 ポイント増加します。施設からの徒歩圏（800ｍ圏）は令和２年

で 95.6％、令和 32 年は 94.9％と横ばいで人口の大半をカバーします。 

 

図 1-36 子育て支援施設の立地状況と徒歩圏 
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⑤ 介護・福祉施設 

令和７年現在、介護・福祉施設は、北部を除く地域に立地しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 87.9％、

令和 32 年は 89.7％と 1.8 ポイント増加します。施設からの徒歩圏（800ｍ圏）は令和２年

で 97.9％、令和 27 年は 98.4％であり、ほぼ横ばいで人口の大半をカバーします。 

 

図 1-37 介護・福祉施設の立地状況と徒歩圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
800m

97.9%

(18,376人) 

800m

98.4%

(8,547人) 

500m

87.9%

(16,495人) 

500m

89.7%

(7,788人) 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R2年

（18,774人）

R32年

（8,686人）

用途地域内人口カバー率



34 

⑥ 医療施設 

令和７年現在、医療施設は、中心部に多く立地しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 53.3％、

令和 32 年は 60.4％と 7.1 ポイント増加します。施設からの徒歩圏※（800ｍ圏）は令和２

年で 69.6％、令和 32 年は 76.1％と 6.5 ポイント増加します。 

 

図 1-38 医療施設の立地状況と徒歩圏 
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⑦ 商業施設 

令和７年現在、商業施設のうちスーパーマーケットとドラックストアは、中心部及びそ

の周辺地域と南町に立地しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 60.0％、

令和 32 年は 61.0％と 1.0 ポイント増加します。施設からの徒歩圏（800ｍ圏）は令和２年

で 80.1％、令和 27 年は 82.7％と 2.6 ポイント増加します。 

 

図 1-39 商業施設の立地状況と徒歩圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
800m

80.1%

(15,033人) 

800m

82.7%

(7,186人) 

500m

60.0%

(11,273人) 

500m

61.0%

(5,296人) 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R2年

（18,774人）

R32年

（8,686人）

用途地域内人口カバー率



36 

⑧ 金融施設 

令和７年現在、金融施設のうち、銀行・信用金庫は中心部に５箇所、郵便局は、市街地内

に点在しています。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内高齢者徒歩圏（500ｍ圏）人口カバー率は 52.7％、

令和 32 年は 49.4％と 3.3 ポイント減少します。施設からの徒歩圏（800ｍ圏）は令和２年

で 77.6％、令和 32 年は 72.4％と 5.2 ポイント減少します。 

 

図 1-40 金融施設の立地状況と徒歩圏 
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（２）まとめ 

① 都市機能施設立地状況まとめ 

都市機能施設は、中心部周辺及び東部は徒歩圏内に多様な種類が立地し、北部及び南部

は徒歩圏内に立地する施設の種類は少なくなっています。 

 

図 1-41 都市機能等まとめ 
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② 生活サービス圏 

バス停を含めた全ての生活サービス施設※は、令和２年国勢調査に基づく徒歩圏（800ｍ

圏）人口カバー率で 35.9％であり、令和 32 年には 39.2％と 3.3 ポイント増加します。 

 

図 1-42 生活サービス施設と公共交通の立地状況と徒歩圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
人口 800m 徒歩圏カバー率 

R2 年 R32 年 R2 年 R32 年 

用途地域内人口 18,774  8,686  － － 

  

医療施設カバー人口 10,645  5,300  56.7% 61.0% 

介護・福祉施設カバー人口 17,162  7,962  91.4% 91.7% 

商業施設カバー人口 14,270  6,786  76.0% 78.1% 

バス停カバー人口 15,894  7,425  84.7% 85.5% 

上記全てを享受できる人口 6,733  3,406  35.9% 39.2% 

 

  

※生活サービス施設（都市構造の評価に関するハンドブック 国土交通省） 

医療施設：病院、内科または外科診療所 

福祉施設：通所系施設・訪問系施設・小規模多機能施設 

商業施設：専門スーパー・総合スーパー・百貨店 
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５ 交通 

（１）公共交通の運行状況 

令和４年度末にＪＲ留萌本線（留萌・石狩沼田間）が廃線となり、令和７年現在、市内を

運行する公共交通は、高速乗合が４路線（特急はぼろ号、特急ましけ号、特急あさひかわ

号、高速るもい号） 、市外線が５路線（留萌旭川線、留萌別苅線、幌延留萌線）、羽幌留萌

線、初山別留萌線）、市内線が３路線（留萌市内近郊線 A コース、日東団地線、留萌幌糠線）

となっています 。 

令和２年国勢調査に基づく用途地域内のバス徒歩圏（300m）カバー率は 84.7％です。 

 

図 1-43 路線バス等（バス停）の立地状況と徒歩圏（300ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ  

R2用途地域内人口 18,774人

用途地域内バス停300ｍカバー人口 15,894人

カバー率 84.7%
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（２）公共交通利用人員の推移 

各バス路線の利用人員の推移

をみると、高速乗合バスの「特急

はぼろ号」、「高速るもい号」及び

「特急ましけ号」は、ともにコロ

ナ禍の令和２年以降増加傾向に

ありますが、「特急はぼろ号」及

び「高速るもい号」の令和５年の

利用人員数は、コロナ禍前の令

和元年の利用人員数を下回って

います。 

「特急あさひかわ号」は令和

５年に運行を開始し、令和５年

が 2,512 人です。 

市外線は、全ての路線が減少

傾向にあり、特に「留萌旭川線」

は令和元年から令和５年で約７

割、「初山別留萌線」は約５割の

減少となっています。 

市内線は、「Ａコース」が近年、

減少傾向にありましたが、令和 5

年は大幅に増加しています。「日

東団地線」は年々減少、「留萌幌

糠線」は令和４年まで減少して

いましたが、ＪＲ留萌本線（留

萌・石狩沼田間）の廃線に伴い、

令和 5 年は増加しています。 
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図 1-44 公共交通利用人員の推移 
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※留萌市内近郊線Ｂコースは令和４年３月末日で廃線 

資料：留萌市地域公共交通計画（R7～11） 
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（３）交通手段 

通勤通学者が利用する交通手段割合は、自家用車が 61.9％で最も高く、以下、徒歩のみ

が 22.8%、自転車が 7.1％、乗合バスが 3.1％などとなっています 

自家用車を利用する割合を示す自家用車分担率を地区別にみると、中心部では、全市平

均を下回る地区が多い一方で、西部・南部・北部・郊外では、幌糠町を除き、全市平均を上

回っています。 

 

図 1-45 通勤通学者の利用交通手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 1-46 小地域別自家用車分担率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 
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市民アンケート調査による、生活全般において最も利用する移動手段（複数回答）を年

代別にみると、70 歳以上は「徒歩・自転車」が 25.3％と全体に比べて 8.1 ポイント高く、

「バス」は 18.7％と 12.3 ポイント高くなっています。 

また、地域別にみると、「自家用車」は、中心部が 83.8％で最も低く、「徒歩・自転車」

は、中心部が 21.9％で最も高く、次いで東部が 19.0％であり、北部及び郊外部は回答があ

りませんでした。 

 

図 1-47 生活全般において最も利用する移動手段（地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：今後のまちづくりに関するアンケート調査結果 

 

図 1-48 生活全般において、最も利用する移動手段（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：今後のまちづくりに関するアンケート調査結果  
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（４）自動車保有状況 

人口一人当たりの自動車保有台数は、平成 25 年の 0.48 台/人から令和５年の 0.53 台/人

まで増加しています。 

 

図 1-49 自家用車（軽自動車を除く）保有数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
資料：北海道運輸局 市町村別保有車両数年報（各年 3 月 31 日現在） 

※人口は各年９月 30 日現在（留萌市統計書）、H27、R2 は国勢調査（10 月１日現在） 
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資料：今後のまちづくりに関するアンケート調査結果 
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６ 移動実態  

留萌市における市内移動の起終点（OD）を抽出・分析し、終点のヒートマップをみると、

旧留萌駅前周辺ではなく、各商業施設や、市立病院などに分散していることが伺えます。 
 

図 1-51 市内-市内 OD 終点ヒートマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※GEOTRA データをもとに分析 

「令和６年度留萌開発建設部管内交通結節点計画検討業務成果」より抜粋 

 

市外から市内への移動の OD の終点、市内から市外への移動の OD の起点についてヒー

トマップを作成すると、双方の傾向は概ね同様であり、中心部や商業施設、市立病院など

が多くなっています。 

市内移動と比較すると、バスターミナルがある旧留萌駅前周辺が多くなっています。 
 

図 1-52 市外-市内 OD 終点ヒートマップ 図 1-53 市内-市外 OD 起点ヒートマップ 
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「留萌市地域公共交通計画」における市民ニーズ把握調査によると、外出の際に行った

施設では、平日は「㉝マックスバリュ留萌店」が 222 件で最も多く、以下、「㉜コープさっ

ぽろ留萌店」が 213 件、「①留萌市立病院」が 174 件となっています。 

また、休日は「㉜コープさっぽろ留萌店」、「㉝マックスバリュ留萌店」に続いて、「㉛A

コープるもいルピナス」が 55 件で 3 番目に多くなっています。 

 

図 1-54 外出の際に行った施設（上位 10 位、平日・休日別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：留萌市地域公共交通計画市民ニーズ把握調査（R3.9） 
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７ 災害リスク 

（１）津波浸水区域・津波到達時間 

津波浸水想定区域は、日本海沿岸で設定されており、10ｍ以下の浸水深が想定されてい

る箇所も見られます。 

また、留萌港から中心部への津波浸水も設定されており、３m 未満の浸水深が想定され

ている箇所も見られます。 
 

図 1-55 津波浸水想定区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：北海道 日本海沿岸における津波浸水想定（平成 29 年 2 月 9 日公表） 
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沿岸の第１波津波到達時間は、最短で 37 分です。 

また、津波到達時間（１cm）は、日本海沿岸で 30 分台、中心部で 40 分台となっていま

す。  

 

図 1-56 津波到達時間（+1 ㎝） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：北海道 日本海沿岸における津波浸水想定（平成 29 年 2 月 9 日公表） 

三泊漁港　第１波到達時間 37～78分

留萌港　第１波到達時間 37～83分

瀬越浜　第１波到達時間 38～81分

礼受漁港　第１波到達時間 37～81分
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（２）洪水浸水想定区域・家屋倒壊等氾濫想定区域・土砂災害警戒区域 

留萌川では、洪水浸水想定区域（想定最大規模3）が設定されており、用途地域内では、

３m 未満の浸水区域が広がっています。また、留萌川の両岸には家屋倒壊等氾濫想定区域

（河岸浸食4・氾濫流5）が想定されています。 

土砂災害特別警戒区域及び土砂災害警戒区域は日本海沿岸の海岸段丘、斜面地で設定さ

れています。 
 

図 1-57 洪水浸水想定区域（想定最大規模）・家屋倒壊等氾濫想定区域・土砂災害警戒区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
3 洪水浸水想定区域（想定最大規模）： 
  河川流域で１年の間に発生する確率が 1/1000(0.1%)以下の降雨。毎年の発生確率は小さいが、規模の大き

な降雨であることを示す。 
4 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流） 

洪水が堤防を越えたり決壊したりして、勢いよく流れ出すことで、木造家屋が流れ出したり倒壊したりする
恐れがある範囲 

5 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食） 
洪水時に河川の岸が削られ、家屋の基礎を支える地盤が流出することで、家屋が倒壊する恐れがある範囲 

資料：国土数値情報、北海道土砂災害警戒情報システム、留萌市調べ 
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（３）震度分布図 

市内で最も大きな揺れが想定される増毛山地東縁断層帯の地震が発生した場合、都市計

画区域内は最大で震度６強の揺れが想定されています。 

 

図 1-58 増毛山地東縁断層帯 30_2 の揺れやすさマップ（震度分布図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：留萌市調べ  



50 

８ 財政 

（１）歳入・歳出の状況 

直近 10 年間の歳入・歳出の推移をみると、令和２年度以降は、歳入・歳出とも約 160～

170 億円で推移しています。 

歳入内訳の推移をみると、自主財源である市税は近年 22 億円程度で推移しています。 

歳出内訳の推移をみると、普通建設事業費は 10～18 億円程度で推移しています。 

 

図 1-59 歳入歳出決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 
資料：市町村別決算状況調（総務省） 

 

図 1-60 歳入（内訳）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市町村別決算状況調（総務省） 

 

図 1-61 歳出（内訳）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市町村別決算状況調（総務省）  
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（２）公共施設等における投資的経費の推移 

『留萌市公共施設等総合管理計画』によると、2014～2053 年までの 40 箇年における公

共施設等の更新費用は、37.8 億円/年と見込まれており、現状の普通建設事業費の３倍超と

なっています。 

 

表 1-9 公共施設等における将来負担コスト 

年平均と 40 年推計 
過去５年間 

（2009～2013 年）平均 

今後 40 年 

（2014～2053 年）の推計 
倍率 

②／① 
人口比 24,044 人 11,345 人 

単年平均と 

一人当たり単価 
単年平均 

一人当たり 

① 
単年平均 

一人当たり 

② 

投資的経費 

公共施設 2.01 億円 8,360 円 23.4 億円 206,258 円 24.67  

道路 1.75 億円 7,278 円 5.0 億円 44,072 円 6.06  

橋りょう 0.38 億円 1,580 円 1.1 億円 9,696 円 6.13  

上水道 0.66 億円 2,745 円 4.6 億円 40,546 円 14.77  

下水道 0.11 億円 457 円 3.7 億円 32,613 円 71.29  

合計 4.91 億円 20,421 円 37.8 億円 333,186 円 16.32  

資料：留萌市公共施設等総合管理計画（平成 28 年８月策定（令和４年３月一部改訂）） 

 

図 1-62 更新費用の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：留萌市公共施設等総合管理計画（平成 28 年８月策定（令和４年３月一部改訂）） 
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９ 都市構造評価 

『都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26 年８月（平成 30 年 7 月 12 日評価指

標更新）国土交通省都市局都市計画課）』は、コンパクトなまちづくりに向けて、現状にお

ける都市構造を評価する手法が示されています。 

ハンドブックを参考に、都市モニタリングシート（国土交通省）等を用いて、留萌市と

同程度の人口規模である道内 10 市町の平均をレーダーチャートによって比較し、留萌市の

都市構造を評価します。 

 

同規模人口市町 

市町名 人口 

中標津町 23,010  

新ひだか町 21,517  

紋別市 21,215  

富良野市 21,131  

美唄市 20,413  

留萌市 20,114  

深川市 20,039  

遠軽町 19,241  

釧路町 19,105  

美幌町 18,697  

芽室町 18,048  

 

 

 

留萌市と人口が同程度の道内 10 市町の平均と比較すると、留萌市が高い指標項目数は全

22 項目中 17 項目であり多くの項目で高くなっています。 

偏差値が特に高いのは、「基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率」、「市民一人当たり

の自動車 CO2 排出量」、「市民一人当たりの自動車総走行台キロ」、「医療施設の徒歩圏人口

カバー率」です。 

一方、偏差値が特に低いのは、「人口変化率（H22→R2）」、「財政力指数」、「観光入込客

総数」などであり、利便性の高さを維持しながら、人口減少に対応した都市経営の効率化

が求められています。 
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図 1-63 留萌市と同規模人口市町との比較による都市構造評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  評価軸 評価指標 
  評価の 

方向 
留萌市の値 

  同規模人口市

町の平均値 単位 偏差値 

生活利便性 居住機能の適切な誘導 人口変化率（H22→R2） ％ + 82.24  40.30  87.29  

    日常生活サービスの徒歩圏充足率 ％ + 33.90  64.11  20.19  

    医療施設の徒歩圏人口カバー率 ％ + 80.20  64.93  62.06  

    福祉施設の徒歩圏人口カバー率 ％ + 69.30  61.22  49.31  

    商業施設の徒歩圏人口カバー率 ％ + 60.60  57.31  52.22  

    基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 ％ + 65.70  75.29  39.03  

  都市機能の適正配置 医療施設の利用圏平均人口密度 人/ha + 17.10  59.49  13.38  

    福祉施設の利用圏平均人口密度 人/ha + 18.90  60.02  14.59  

    商業施設の利用圏平均人口密度 人/ha + 21.40  56.13  18.41  

  公共交通の利用促進 通勤・通学の公共交通の機関分担率 ％ + 7.20  55.84  6.11  

    市民一人当たりの自動車総走行台キロ 台ｷﾛ/日 － 10.90  64.96  17.99  

    公共交通沿線地域の人口密度 人/ha + 17.00  56.34  14.07  

健康・福祉 都市生活の利便性向上 高齢者福祉施設の１㎞圏高齢人口カバー率 ％ + 74.60  59.42  57.42  

    保育所の徒歩圏０～４歳人口カバー率 ％ + 77.50  57.98  72.13  

  歩きやすい環境の形成 歩道設置率 ％ + 62.20  51.77  58.61  

安全・安心 市街地の安全性の確保 一万人あたりの交通事故死亡者数 人 － 0.50  52.48  0.66  

地域経済 サービス産業の活性化 従業者一人あたり第三次産業売上高 百万円/人 + 17.20  52.17  16.42  

    小売商業床効率（用途地域等） 万円/㎡ + 70.10  48.80  71.39  

    観光入込客総数（R5） 千人 + 449.00  46.84  607.06  

行政運営 都市経営の効率化 財政力指数 ％ + 0.30  41.75  0.36  

  安定的な税収の確保 市町村民税 千円 + 1,147,872.0  48.05  1,189,054.7  

エネルギー

／低炭素 

運輸部門の省エネ・低

炭素化 
市民一人当たりの自動車 CO2 排出量 T-CO2/年 － 0.90  65.41  1.53  
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ーチャート自動作成ツール（国土交通省）を用いて作成 
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2．まちづくりに関する市民意向 

１ 調査概要 

・調査時点   ：令和７年８月１日現在 

・調査期間   ：令和７年８月１日～８月 18 日 

・配布・回収方法：配布（郵送）・回収（郵送または Web 回答） 

・調査対象   ：留萌市内に在住する満 18 歳以上の市民 1,500 人（無作為抽出） 

・回収数・回収率：456 票（白票１票含む）・30.4％ 

 

 

２ 調査結果の概要 

（１）住宅周辺環境の満足度 

住宅周辺環境の項目別満足度では、「緑などの自然の豊かさ」、「街並みや景観」、「災害に

対する安全性」、「公園や広場の便利さ」、「買い物の便利さ」の５項目で「満足」及び「ほぼ

満足」（以下、満足及びほぼ満足を合わせて「満足傾向」という。）が「やや不満」及び「不

満」（以下、やや不満及び不満を合わせて「不満傾向」という。）を上回っています。 

満足傾向が高い項目は、高い順に、「緑などの自然の豊かさ」84.3％、「買い物の便利さ」

60.5％、「街並みや景観」59.2％、「災害に対する安全性」56.8％となっています。 

一方、不満傾向が高い項目は、高い順に、「公共交通の便利さ」71.3％、「空き家・空き地

の管理状況」66.4％、「医療施設の便利さ」64.0％、「高齢者福祉施設や子育て支援施設の便

利さ」58.1％となっています。 

 

図 2-1 住宅周辺環境の項目別満足度 
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満足傾向を地域別にみると、東部が他地域に比べて各項目の満足傾向が高く、北部及び

郊外部は低くなっています。 

各地域とも「緑などの自然の豊かさ」が最も高く、郊外部は 100.0％です。 

 

図 2-2 住宅周辺環境の地域別満足傾向の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）住み替え意向 

住み替え意向は、「現在居住する地域に住み続けたい」39.4％、「市内の他の地域に移りた

い」6.7％、「他の市町村や道外に移りたい」53.9％です。 

地域別にみると、「現在居住する地域に住み続けたい」の回答は、高い順に、「郊外部」

50.0％、「中心部」45.2％、「東部」39.0％などとなっています。 

一方、「市内の他の地域に移りたい」の回答は、高い順に、「郊外部」37.5％、「北部」18.2％、

「南部」13.3％などとなっています。 
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図 2-3 地域別住み替え意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）住み続けたい、住み替えたい理由（複数回答） 

住み続けたい、住み替えたい理由（複数回答）を回答別にみると、「現在居住する地域に

住み続けたい」と回答した方は、「買い物の利便性」が 58.9％で最も多く、以下、「治安や

騒音などの住環境」31.8％、「通勤・通学の利便性」25.6％となっています。 

一方で、「市内の他の地域に移りたい」と回答した方は、「買い物の利便性」が 77.8％で

最も多く、以下、「病院への利便性」40.7％、「地形（平坦な地域に移りたい等）」29.6％と

なっています。 
 

図 2-4 回答別住み続けたい、住み替えたい理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.4% (176) 

45.2% (47) 

39.0% (78) 

38.7% (12) 

34.9% (29) 

18.2% (2) 

50.0% (4) 

6.7%

(30) 

3.8%

(4) 

4.5%

(9) 

3.2%

(1) 

13.3% (11) 

18.2% (2) 

37.5% (3) 

53.9% (241) 

51.0% (53) 

56.5% (113) 

58.1% (18) 

51.8% (43) 

63.6% (7) 

12.5% (1) 

0% 25% 50% 75% 100%

全体

中心部

東部

西部

南部

北部

郊外部

現在居住する地域に住み続けたい 市内の他の地域に移りたい 他の市町村や道外に移りたい

17.3%

62.9%

48.2%

9.6%
8.1%

25.6%

14.0%

9.1%

13.7%
12.4%

6.1%

8.6%
10.4%

25.6%

58.9%

11.6%

3.1%

1.6%

20.9%

23.3%

17.8%

7.0%

31.8%

3.9%

20.9%

5.4%

22.2%

77.8%

40.7%

3.7% 7.4%

11.1%

7.4% 11.1%

29.6%

11.1%

7.4%12.2%

63.4%

68.9%

13.9%12.6%

31.1%

9.7%

4.2%

18.1%

2.1% 4.6% 1.7%

13.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

通
勤
・
通
学
の
利
便
性

買
い
物
の
利
便
性

病
院
へ
の
利
便
性

子
育
て
環
境

教
育
環
境

親
・
子
・
親
戚
と
の
距
離

自
然
環
境

災
害
の
危
険
性

ま
ち
な
み
・
景
観

治
安
や
騒
音
な
ど
の
住
環
境

地
形
（
平
坦
な
地
域
に
移
り
た
い
等
）

近
所
づ
き
あ
い
の
良
さ

そ
の
他

全体(n=394)

現在居住する地域に住み続けたい(n=129)

市内の他の地域に移りたい(n=27)

他の市町村や道外に移りたい(n=238)



57 

（４）今後の目指すべきまちづくりの方向性（複数回答） 

平成 14 年度に策定した「留萌市都市計画マスタープラン」では、市民と行政とが共有化

を目指す『12 のキーワード』が示されています。 

これら 12 のキーワードを参考にした、今後の目指すべきまちづくりの方向性（複数回

答）は、「港や海と一体感のあるまちづくりと、市民をはじめ来訪者も楽しめる「海」や「食」

を活かした交流づくり」が 44.9％で最も高く、以下、「まちの活力を引き出す魅力ある産業

の環境づくり」39.4％、「生活や産業、交流をつなぎ、活力を引き出すまちのネットワーク

づくり」28.6％などとなっています。 

 

図 2-5 今後の目指すべきまちづくりの方向性（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）市民と行政とが共有化を目指す『12 のキーワード』 
① 生活や産業、交流をつなぎ、活力を引き出すまちのネットワークづくり 
② 港や海と一体感のあるまちづくりと、市民を始め、外の人も楽しめる「海」や「食」を活かした

交流づくり 
③ 歩きの生活を基本とした多様な住まいのある生活都心づくり 
④ まちの活力を引き出す魅力ある産業の環境づくり 
⑤ ごみのリサイクル、エネルギー資源の循環する環境にやさしい仕組みづくり 
⑥ 健康づくりを基本にすべての市民が身近に、手軽にふれあえるゆとりの環境づくり 
⑦ もしもの時にも支え合い、助け合える安全性や安心感を高める環境づくり 
⑧ 雪や風、寒さの厳しい冬場でも、家を出て楽しめる生活環境づくり 
⑨ 緑や地形等により特徴づけられる住環境の豊かさや地区固有の街並みづくり 
⑩ まち形成の足跡、歴史ある産業の足跡、市民の思い出など、大切なものを守れる仕組みづくり 
⑪ 夕陽や雄大な眺望、豊富な緑の中に身を置き、ゆっくりと流れる時間を感じられる空間づくり 
⑫ 市民がまちづくりに参加しやすく、市民の主体的なまちづくり活動をサポートする体制づくり 

出典：留萌市都市計画マスタープラン（H15.3） 
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（５）今後の「防災・減災に向けたまちづくり」で重視すべき項目 

今後の「防災・減災に向けたまちづくり」で重視すべき項目（複数回答）は、「上下水道

などインフラ施設の更新や耐震性の確保」が 52.8％で最も高く、以下、「防災や災害想定な

どの情報の周知」が 36.9％、「地域の避難場所の確保」が 32.6％となっています。 

 

図 2-6 今後の「防災・減災に向けたまちづくり」で重視すべき項目（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）留萌市中心部のまちづくりで必要な項目（複数回答） 

留萌市中心部のまちづくりで必要な項目（複数回答）は、「空き店舗・空き地の解消」が

50.6％で最も高く、以下、「生活利便施設の充実」42.0％、「観光関連施設の充実」29.7％な

どとなっています。 

 

図 2-7 留萌市中心部のまちづくりで必要な項目（複数回答） 
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（７）留萌市中心部と自宅周辺の施設について 

留萌市中心部にありつづけてほしい・新しく出来てほしい施設（複数回答）は、「専門的

な商業施設（衣料品・電化製品・家具・書籍等）」が 35.5％で最も高く、以下、「複数の診

療科がある大きな病院」35.2％、「食料品を買うための商業施設（スーパー等）」33.0％など

となっています。 

一方で、自宅周辺にあれば良いと思う施設（複数回答）は、「食料品を買うための商業施

設」が 49.5％で最も高く、以下、「日用品を買うための商業施設（ドラッグストア等）」31.0％、

「コンビニエンスストア」29.7％などとなっています。 

留萌市中心部にありつづけてほしい・新しく出来てほしい施設と自宅周辺にあれば良い

と思う施設を比較すると、「専門的な商業施設」は留萌市中心部にありつづけてほしい・新

しく出来てほしい施設が 20.0 ポイント、「複数の診療科がある大きな病院」は 19.2 ポイン

ト、「観光施設（道の駅・観光案内所・おみやげ屋等）」は 15.8 ポイント、「行政施設」は

10.1 ポイントそれぞれ高くなっています。 

一方で、「コンビニエンスストア」は自宅周辺にあれば良いと思う施設が 24.8 ポイント、

「食料品を買うための商業施設」は 16.5 ポイント、「日用品を買うための商業施設」は 15.8

ポイントそれぞれ高くなっています。 

 

図 2-8 留萌市中心部にありつづけてほしい・新しく出来てほしい施設（複数回答）・ 

自宅周辺にあれば良いと思う施設（複数回答） 
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3．課題の整理（案） 

 

（１）将来人口規模を想定したまちの形成と居住の誘導 

留萌市の人口・世帯数は、ともに減少しており、人口は最多であった昭和 40 年の 40,231

人から、令和 32 年には 8,955 人と 1/4 以下になる推計がされています。 

人口密度をみると、現在の市街地規模が維持される場合、令和 32 年には市街地内に 10

人/ha 未満の地域が多くみられ、低密度化が予測されています。 

また、市街地内には、空き家・空き店舗が点在しており、市民アンケート結果では、これ

らの解消が求められています。 

都市計画道路や下水道は、用途地域内の縁辺部に未整備の地域がみられますが、人口減

少が見込まれる中で、インフラ等都市施設は将来の市街地規模を見据えた効果的・効率的

な整備・維持管理による都市運営コストの縮減が求められています。 

以上のことから、今後のまちづくりにおいては、将来人口規模に合わせた市街地の更な

るコンパクト化を進めていく必要があり、人口動向や災害リスク、インフラ整備状況等を

踏まえながら、適切に居住誘導を図ることが求められます。 

 

 

（２）留萌管内の中心としての都市・交通機能の維持と特色を活かしたまちなかの形成 

生活サービス全ての徒歩圏（800m）人口カバー率は約４割であり、道内同規模人口の自

治体と比較すると高く、都市機能が集約した都市構造となっているといえ、移動実態をみ

ると、市民だけでなく、市外からも中心部や各商業施設、市立病院を利用しています。 

また、市内の公共交通を担うバス交通は、一部路線で利用者の減少が続いています。市

民アンケート調査では、70 歳以上で自家用車の保有率が下がり、「バス」や「徒歩・自転

車」での移動が増えています。 

一方で、観光客入込客数は、同規模人口の自治体と比較すると下回っています。 

市民アンケート結果では、中心部のまちづくりで必要な項目について「空き店舗・空き

地の解消」に次いで「生活利便施設の充実」、「観光関連施設の充実」と続いているととも

に、今後の目指すべきまちづくりの方向性では、「「海」や「食」を活かした交流づくり」が

最も高くなっており、これまでの港町の特性を活かしながら、市民・市外からの来訪者・

観光客等が利用・交流できる市街地中心部の形成が求められています。 

こうしたことから、商業地と港湾が隣接している立地特性を活かしながら、現在ある都

市機能施設や公共交通の維持と、更なる機能の複合化・集約化等を検討し、効果的・戦略

的なまちなかづくり方策が重要となります。 
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（３）防災・減災に備えた持続可能なまちの形成 

都市計画区域内には、津波浸水・洪水浸水・土砂災害の災害想定区域が設定されていま

す。 

津波浸水想定では、中心部の一部が３m 未満の浸水想定区域になっているほか、留萌港

の第１波到達時間は最短で 40 分弱と想定されており、迅速な避難が求められています。 

その他、用途地域内では、広範囲で３ｍ未満の洪水浸水が想定されているとともに、留

萌川の両岸には家屋倒壊等氾濫区域が設定、斜面地には、土砂災害特別警戒区域・土砂災

害警戒区域に設定されている区域があります。 

また、都市計画区域内では最大で震度６強の揺れが想定されている一方で、旧耐震基準

の建物が多くあり、防災機能の拠点となる市役所や大規模な避難所となる中央公民館・文

化センターは、旧耐震基準であることから、現在、複合施設整備に向けた検討が進められ

ています。 

このように、様々な災害リスクへの対応が求められている中で、今後のまちづくりにお

いては、災害リスクを踏まえた計画的なまちのコンパクト化と、災害リスクを踏まえたハ

ード・ソフト両面からの防災・減災対策が必要となっています。 

 


